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研究成果の概要（和文）：海外子会社管理において、複数のコントロール・システムを併用するコントロールパ
ッケージの概念が適用可能かどうかについて、日本のグローバル企業を対象として主に聞き取り調査を中心に実
態を調査した。その結果、會計数値を用いた予算管理や業績評価等の伝統的な管理会計システムのみならず、価
値観の共有や企業理念の浸透を通じたコントロール、日本本社からの派遣者や現地法人のトップを通じた人によ
るコントロールなど、複数のコントロール・システムを併用している実態が、多くの企業において確認できた。
これは、R.Simonsが主張する４つのコントロール・レバーの考え方を裏付けるものでもあった。

研究成果の概要（英文）：We researched with management for overseas subsidiaries. We interviewed 
Japanese companies, which use multiple control systems for managing their subsidiaries. This 
situation is called "control package", therefore we researched that Japanese companies use control 
package for managing their subsidiaries in overseas. According to our research, we found they used 
control by accounting number, such as budgetary control and performance evaluation, control by 
sharing their value and corporate mission and control through human resource, such as sending 
management from headquarters, Japanese CEO in local companies. We identified Japanese companies used
 multiple control systems with managing their subsidiaries. This result suggests that "four control 
levers" mentioned by Robert Simons, is applicable for Japanese companies.

研究分野：管理会計
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１．研究開始当初の背景 
日本企業のグローバル展開がより一層、進展
する過程において、多くの企業は大きな矛盾
をかかることになった。すなわち、日本企業
はその強みである日本的なマネジメントシ
ステムにより、高品質・低価格の製品を製造
し、世界市場に供給してきた。しかし、円高
等の進行により、次第に現地生産への切り替
えが行われ、海外進出が加速した。そこで、
現地においても、日本と同じような製品の品
質やコストを維持しようとすれば、日本国内
で行われているような品質管理や生産管理
の手法を現地においても、可能な限り同じレ
ベルで実施しようとすることは、当然の成り
行きである。しかし、現地との雇用関係や取
引関係の相違など、実際に現地工場において
実施しようとすれば、可能な限り多くの日本
人を現地に派遣して、日本的なマネジメント
を実施することである。当初は、このような
方法で多くの日本企業は、対応してきたが、
長期にわたってこのような対応を行うこと
は、困難である。それは、一つには、日本人
派遣者のコストが大きいこと、もう一つは、
ローカルコンテンツの規制の強化により、日
本製の原材料や部品を使うことが困難とな
り、より一層の現地化が迫られることになっ
た。このような、状況の下で、日本企業は２
つの矛盾する課題を抱えることになる。すな
わち、本社によるコントロールおよび集権化
による日本的なマネジメントの浸透および
クローバル市場全体を通した効率化と各現
地法人が直面するローカル市場への適応と
いう問題である。 
２．研究の目的 
グローバルレベルでの業務の標準化とロー
カス市場への対応の両立は、まさに現代の海
外子会社管理が抱える本質的課題である。管
理会計研究においても多くの関心が寄せら
れてきたが、未解明な部分が多い。本研究は、
(1)海外展開する日本企業と海外子会社を対
象に、グローバル標準化とローカル市場への
対応、(2)コントロール・パッケージの視点か
ら捉える。(3)コントロール・パッケージの形
成過程と成果に関する定性的な解明を試み
る。近年の世界経済の構造変化は、グローバ
ル経営にも影響を与え、海外子会社管理を大
きく変えようとする。有効なコントロール・
パッケージの構築は、海外子会社管理の要諦
である。本課題により、グローバル経営に役
立つ管理会計のための知見を得ることを目
的とする。 
３．研究の方法 
 研究の方法としては、最初にグローバル化
に関する管理会計研究のみならず、広くグロ
ーバル経営の分野に関する文献研究をおこ
ない、研究上の課題を明らかにした。その上
で、上記の研究目的を達成するためには、複
数の要素が関係していることやコントロー
ル・パッケージの視点から、アプローチを行
うため、インタビュー調査に基づく、ケース

スタディを行うこととした。なお、調査対象
とした企業は、グローバル展開を世界的な規
模で行っている日本の大企業であり、複数の
コントロール・システムの関係性やその利用
方法を解明するためにも、日本本社だけでは
なく、管理される側の海外子会社に対しても、
インテンシブなケーススタディを実施した。 
4. 研究成果 
本研究では、当初、コントロール・パッケー
ジに関する文献レビューを行った。近年、企
業のグローバルな活動がますます盛んにな
っている。企業がグローバル化するというこ
とは、市場が海外に拡大するだけではなく、
海外子会社を設立することによって海外に
いる人材やノウハウなどの経営資源にアク
セスする機会が拡大することを意味する。し
かし、海外子会社を管理することは、文化、
言語、慣習などの違いにより、国内の子会社
を管理するよりも複雑で困難な仕事であり
(Teece, 2009)、そうした困難さを克服しつつ
世界中に存在している経営資源を活用する
というメリットを享受するためには、海外子
会社のマネジメントが重要となってくる、 
 海外子会社の管理において、コントロール
に関する研究が増加したのは、Bartlett= 
Ghoshal(1989)によるところが大きい。もち
ろんそれ以前にも、本社のコントロールにつ
いては、捉えられてきたが、その多くは、投
資のタイプや経営・財務指標の種類などを特
定し、あくまでも、子会社を本社の出先機関
であるという前提とした教義の管理手法の
実態解明にとどまるものであった。これに対
して、Bartlett=Ghoshal(1989)は、本社・子
会社間の管理のあり方と組織のコンテクス
トを関連付け、かつ、子会社の役割を単なる
本社の出先機関としただけではなく、幅広く
捉え、それに応じた管理の手続き全般を、複
数の異なるコントロールという概念によっ
て明快な説明を提示した。以降、Bartlett= 
Ghoshal(1989)の概念フレームワークを応用
した（コントロールを意識した）海外子会社
管理に関する研究が増加している。まずは、
Bartlett=Ghoshal(1989)の基本的な論点を
説明しておく。グローバル経営においては、
現地適応かグローバル統合かのいずれを重
視するのかというトレードオフの問題に直
面する。この問題は、現地国のルールやニー
ズを優先する「現地適応」と世界全体で効率
性を追求する「グローバル統合」の 2つの軸
で 表 す I-R グ リ ッ ド (Integration= 
Responsiveness Grid)という分析枠組みとし
て説明することができる。企業の国際経営戦
略においては、伝統的に「グローバル統合」
を重視する企業は、集権的なコントロールを
適用し、「現地適応」を重視する企業は社会
化によるコントロールを適用する傾向があ
るとされている（Bartlett=Ghoshal,1989)。 
 しかし、グローバル競争が激化してくると、
海外子会社においては、顧客の嗜好、現地政
府の法規制、先端技術の利用可能性、ライバ



ル企業のポジションなどによって、それぞれ
異なる役割を現地において果たすようにな
るため、グローバル統合と同時に、戦略の現
地化も求められる「トランスナショナル型」
の戦略が重要になる。そのような戦略タイプ
の下では、すべての海外子会社に対して同一
のコントロールを行使するこれまでの子会
社管理とは異なり、グループ全体の中で海外
子会社の果たす役割に応じたコントロール
を行使するという複雑なマネジメント設計
が必要となる（Bartlett=Ghoshal,1989、; 
Martinez=Jarillo, 1989; O’Donnell, 2000)。 
そこで国際経営の研究分野において蓄積が
されている海外子会社のコントロールに関
する先行研究をレビューし、得られた結果を
整理するとともに、以後の展開した研究を理
解するための理論的な基礎とした。まず、
Bartlett=Ghoshal(1989)を研究のスタート
として、2015 年までの海外子会社のコント
ロールに関する日本語と英語の代表的な論
文および著書を取りあげている。Bartlettら
の研究をスタート地点とした理由は、同書に
おいて「差別化された統合」という概念が提
示されたことを契機として、海外子会社が果
たす異なる役割とコントロールに関する研
究が蓄積されていったからである。そのため、
彼らの研究以降に発表された海外子会社に
対するコントロールに関する論文を取り上
げ、コントロールの決定要因を文献ごとに整
理した。また、必要と思われる場合には、1989
年以前の文献も参照した。 
 これらの文献研究により、国際経営の先行
研究においては、海外子会社に適用するコン
トロールとして主に集権化、公式化、社会化
が取り上げられており、特に社会化に関する
コントロールに注目が集まっていることで
ある。次に、海外子会社に適用するコントロ
ール決定要因が、企業グループ全体の戦略、
あるいは国民文化によって一義的に決まる
という研究から、徐々に海外子会社のタイプ
を様々な要因によって分類し、それぞれのタ
イプに応じてコントロールの方法が決まる、
という研究へとシフトする傾向が見られた。
また、海外子会社のタイプを区分する要因と
しては、相互依存性の程度、知識フロー、職
能、外部ネットワークなどの要因があること
が明らかとなった。本社と他の子会社との関
係が深い海外子会社ほど、本社からは複数の
コントロールが適用されるということが、共
通して指摘されていた。以上のようなレビュ
ーの結果を踏まえたうえで、グローバル企業
の日本本社および海外の地域統括会社、海外
子会社の営業拠点、製造工場など、十数社に
及ぶ聞き取り調査を実施した。そのうち、紙
幅の関係から日本のグローバル企業におけ
る聞き取り調査に基づく研究成果について
概観する。 
 日本企業の近年のグローバル化による経
営環境の変化を踏まえ、また前述した先行研
究のレビューによって、当該領域の論点を確

認し、日本の先進企業のケーススタディを通
じて新たな研究課題を検討した。それらの課
題は、①コスト構造とコストマネジメント行
動、②会計担当者・海外派遣者の役割の変化、
③イノベーションの実現、という 3つである。
グローバル化による経営環境の変化を受け、
日本企業のグローバル連結経営のためのマ
ネジメント・コントロール・パッケージにつ
いて検討を行った。 
 その前提となるグローバル化に関わる管
理会計の先行研究には、大きく２つのテーマ
がある。その 1つが、グローバル統合とロー
カル適応という２つの相反する課題によっ
て生じるテンションの問題である。先行研究
では、このテンションの下で業績測定システ
ムの設計、本社と海外子会社の業績測定シス
テムのデカップリング問題などが議論され
てきた。しかし、近年のトランスナショナル
経営においては、この問題への対応に加えて、
知識と能力の伝達力が課題となっているこ
とが明らかとなった。２つ目には、ナショナ
ルカルチャーの問題である。海外に進出する
場合、そのマネジメントは現地国のカルチャ
ーの影響を考慮しなければならない。日本の
ナショナルカルチャーは不確実性の回避や
長期志向といった特徴を有しており、日本的
経営の移転では、現地の状況に合わせたコン
テクストの組み替えが必要になることがわ
かった。特に製造業の A社においては、管理
的コントロールを見ると、組織構造は、事業
軸と地域軸によるマトリクスであり、指揮命
令系統として、事業軸が優先されてきた。統
治構造では。資本関係とボードメンバーの配
置に加え、キャッシュ・マネジメント・シス
テムによって、地域統括会社が子会社の資金
を一括管理していた。方針・手続きについて
は、子会社には本社と統括会社の双方から承
認を得る事項が設定されている。また、生産
現場においては職務記述書と生産管理方針
の利用が確認された。計画・サイバネティッ
クコントロールは、基本的に事業部の主導に
よるものであり、情報システムも積極的に活
用されていた。子会社は事業部方針により中
長期計画策定と予算編成を行っており、現場
の品質向上や原価削減などの取り組みは、必
要に応じてマザー工場と相談しながら実施
されていた。地域統括会社は、域内の子会社
の予算・実績を集約し、本社・子会社間の方
針のズレを調整するとともに、グループ全体
最適となるように様々な域内マネジメント
（事業間交流、域内M&Aなど）を行ってい
た。報酬・報奨に関連する業績評価は、日本
人派遣者は事業部が行い、製造子会社の現地
マネジャーは目標管理により、業績評価をさ
れていた。文化によるコントロールには、A
社ウェイという経営理念の策定と推進が該
当した。また、日本人の派遣によって、本社
の組織文化や暗黙知が伝達されていた。以上
のようなコントロール・パッケージの監察結
果から、次の 3点が当該研究領域の課題であ



ることが認識できた。１つ目はコスト構造と
コストマネジメント行動である。グローバル
経営には、規模、学習、立地などの利点があ
り、それらには企業のコストポジションが結
びついていること、２つ目は、会計担当者・
海外派遣者の役割の変化である。特に、連結
管理会計に関わる情報システムが進展する
ことにより、会計担当者ならびに彼らと数字
を通じて会話するマネジャーの双方の戦略
的コンピタンスが重要になってきている。最
後に、コントロール・パッケージは、イノベ
ーションの効果的な実現のためにも、考えな
ければならないことである。制度的、文化的
要因は、国内市場において開発されたケイパ
ビリティを海外移転する際の強い障壁とも
なるが、国境を越えることにより得られる多
様性はイノベーションの源泉ともなりうる。 
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